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１. 18年 ９月中間期の業績（平成18年４月１日 ～ 平成18年９月30日）

　(1)経営成績 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 収 益 経 常 利 益 中間(当期）純利益 1株当たり中間(当期)純利益

百万円      ％ 百万円     ％ 百万円   ％     円　銭

18年 ９月中間期 16,647 △ 1.4 1,832 26.6 1,864 52.6 40.92
17年 ９月中間期 16,883 4.4 1,447 - 1,221 - 41.87
18年 ３月期 35,743 2.1 △ 3,496 - △ 4,348 - △ 129.16

(注) ①期中平均株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式

18年９月中間期 45,566,921  株 1,456,981 株 ―
17年９月中間期 29,171,859  株 4,055,108 株 457,759 株

18年３月期 33,665,021  株 3,028,196 株 315,917 株

　　　②会計処理の方法の変更　　 　無
　　　③経常収益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　(2)財政状態

総  資  産 純資産
自己資本

比率 (注③)
１株当たり

純資産

百万円 百万円 ％ 円  銭   ％

18年 ９月中間期 1,222,853 45,058 3.7 740.04 9.04
17年 ９月中間期 1,219,771 34,506 2.8 629.87 7.41
18年 ３月期 1,245,796 27,981 2.2 589.62 8.56
  (注) ①期末発行済株式数　 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式

18年９月中間期 55,200,738  株 1,402,800 株 ―
17年９月中間期 30,982,699  株 3,921,300 株 1,075,800 株
18年３月期 39,854,514  株 1,494,000 株 ― 株

　　 　②期末自己株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式
18年９月中間期 165,136  株 15,100 株 ― 
17年９月中間期 63,899  株 ― ― 
18年３月期 157,250  株 ― 株 ― 株

     　③「自己資本比率」は、中間期末純資産の部合計を中間期末資産の部の合計で除して算出しております。
       ④「単体自己資本比率(国内基準)」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件(平成５年大蔵省告示第55号)」に基づき

　　　　算出しております。

２. 19年 ３月期の業績予想（平成18年４月１日  ～  平成19年３月31日）
　 経   常　収　益 経　常　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 33,187 3,500 3,550

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         62 円 79銭

３. 配当状況
・現金配当

年間
18年 ３月期
　  普通株式 0.00
　  第一回優先株式 0.00
19年 ３月期 (実績)
　  普通株式 -
　  第一回優先株式 -
19年 ３月期 (予想)
　  普通株式 10.00
　  第一回優先株式 60.00
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を前提

としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

当　期　純　利　益

単体自己資本比率
（国内基準）(注④)

1株当たり配当金　(円)

0.00

中間期末 期末

0.00

0.00

0.00
0.00

-

-
-

10.00
60.00

-

0.00
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株式会社　関東つくば銀行

「18年９月中間期の業績」指標算式

○ １株当たり中間純利益

普通株式に係る中間純利益

普通株式の期中平均株式数

○ １株当たり純資産

中間期末の普通株式に係る純資産額

中間期末の普通株式の発行済株式数

「19年３月期の業績予想」指標算式

○ １株当たり予想当期純利益

普通株式に係る予想当期純利益

中間期末発行済普通株式数
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         　第83期中（平成18年９月30日現在）中間貸借対照表

（単位：百万円）

科            目 金      額 科            目 金      額

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 83,136 預 金 1,152,086

買 入 金 銭 債 権 1,983 借 用 金 10,920

商 品 有 価 証 券 123 外 国 為 替 26

金 銭 の 信 託 2,051 そ の 他 負 債 4,149

有 価 証 券 255,422 賞 与 引 当 金 468

貸 出 金 877,258 退 職 給 付 引 当 金 2,946

外 国 為 替 636 再評価に係る繰延税金負債 801

そ の 他 資 産 5,550 支 払 承 諾 6,395

有 形 固 定 資 産 8,011 負 債 の 部 合 計 1,177,795

無 形 固 定 資 産 1,897 （純資産の部）

繰 延 税 金 資 産 9,472 資 本 金 31,368

支 払 承 諾 見 返 6,395 資 本 剰 余 金 10,759

貸 倒 引 当 金 △ 29,086 資 本 準 備 金 10,758

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 1,891

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,891

繰 越 利 益 剰 余 金 1,891

自 己 株 式 △ 243

株 主 資 本 合 計 43,775

その他有価証券評価差額金 1,021

土 地 再 評 価 差 額 金 262

評価・換算差額等合計 1,283

純 資 産 の 部 合 計 45,058

資 産 の 部 合 計 1,222,853 負債及び純資産の部合計 1,222,853
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株式会社　関東つくば銀行

注 1.   記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2.   商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

3.   有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法

人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の

市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平

均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。

4. 　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価

は、時価法により行っております。

5.   デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

6.   有形固定資産の減価償却は、定率法 (ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く。)

については定額法)を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。

建 物 15年 ～ 50年

動 産 ３年 ～ 15年

7. 　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間 (５年) に基づいて償却しております。

8. 　株式交付費及び社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。

9.   外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

10.   貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書き

に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。

  すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金

額は３０,４８２百万円であります。

11. 　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期

に帰属する額を計上しております。

12.   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異の費

用処理方法は以下のとおりであります。　

    数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

  なお、会計基準変更時差異（６，４２９百万円）については、厚生年金基金の代行部分の返上に伴う処理額

を除き、10年による按分額を費用処理することとし、当中間期においては同按分額に12分の６を乗じた額を計

上しております。

13.   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

14.   消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有

形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

15. 　関係会社の株式及び出資総額 ３７１ 百万円

16.   有形固定資産の減価償却累計額 １０，５５０ 百万円

17.   有形固定資産の圧縮記帳額 ３９６ 百万円  

18.   貸出金のうち、破綻先債権額は１,８４０百万円、延滞債権額は６８,５１２百万円であります。

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１

項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

19.   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は６７７百万円であります。

  なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
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20.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１４,２９４百万円であります。

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

21.   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は８５,３２４百万円

であります。

　なお、18.から21.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

22. 　住宅ローン債権証券化 （ＲＭＢＳ - Residential　Mortgage　Backed　Securities） により、信託譲渡を

した貸出金元本の当中間期末残高は、 ７２,４４１ 百万円であります。なお、当行はＲＭＢＳの劣後受益権

２６，７４１ 百万円を継続保有し、「貸出金」に２４，０６７ 百万円、現金準備金として「現金預け金」に

２，６７３ 百万円を計上しております。

23. 　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受

手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利

を有しておりますが、その額面金額は１３,１０６百万円であります。

24. 　担保に供している資産は次のとおりであります。

  担保に供している資産

　　　　有価証券　　         １１,７８３ 百万円

　担保資産に対応する債務

　　　　預金　　　　　　　　　 ３，９６１ 百万円

　上記のほか、為替決済、コールマネー等の取引の担保として、有価証券２９,６５０百万円を差し入れてお

ります。

　子法人等の借入金の担保として、有価証券１，６９８百万円を差し入れております。

　また、その他資産のうち保証金は１，１１５百万円であります。

25.   土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

  再評価を行った年月日　平成10年３月31日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布

政令第119号)第２条第１号に定める当該事業用土地の近

隣の地価公示法、同条第４号に定める路線価及び同条第

５号に定める不動産鑑定評価に基づいて、(奥行価格補正、

時点修正、近隣売買事例による補正等)合理的な調整を行

って算出

26.   借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１０，９２０

百万円が含まれております。

27.   １株当たりの純資産額 　　　７４０円０３銭

28. 　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、

「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。29.についても同様であります。

満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間貸借対照表
計上額(百万円)

 その他 18,378 17,564 △ 813

   外国債券 18,378 17,564 △ 813

 合計 18,378 17,564 △ 813

その他有価証券で時価のあるもの

取得原価
(百万円)

 株式 9,479 13,925 4,446

 債券 189,163 186,512 △ 2,650

   国債 99,405 98,028 △ 1,376

   地方債 4,749 4,601 △ 148

   社債 85,007 83,882 △ 1,125

 その他 35,294 35,212 △ 81

   外国債券 13,585 13,207 △ 378

　 その他 21,708 22,005 296

 合計 233,936 235,651 1,714

　なお、上記の評価差額から繰延税金負債６９２百万円を差し引いた額１，０２１百万円が、「その他有価

証券評価差額金」に含まれております。

差額
(百万円)

時価
(百万円)

中間貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額
(百万円)
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29.   時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

子会社・子法人等株式等 371

その他有価証券

  非上場株式 1,063

  事業債私募債 1,700

　その他 92

30.   金銭の信託は運用目的の金銭の信託であります。

31.   賃貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の社債に１，６９８百万円含まれております。

32. 　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は２４３，０１８百万円であります。このうち契約残存期間が１年以

内のものが２７，３５６百万円あります。

　なお、これらの契約は、融資実行されずに終了するものも含まれているため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把

握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

33. 　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

　　繰延税金資産

　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 23,255 百万円

　　　有価証券償却 1,509

　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 1,190

　　　減価償却超過額 537

　　　その他有価証券評価差損 1,514

　　　賞与引当金損金算入限度超過額 189

　　　未収利息不計上額 78

　　　その他 586

　　繰延税金資産小計 28,860

　　評価性引当額 △ 17,181

　　繰延税金資産合計 11,679

　　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差益 △ 2,207

　　繰延税金負債合計 △ 2,207

　　繰延税金資産の純額 9,472 百万円

34. 　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号平成17年12月９日)および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日)

が会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」(内閣府令第60号平成18

年４月28日)により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴

い、当中間期から以下のとおり表示を変更しております。

(1)「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ表示しております。

　　なお、当中間期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は４５,０５８百万円であります。

(2)「利益剰余金」に内訳表示していた「中間未処分利益」は、「その他利益剰余金」の「繰越利益剰余金」

　として表示しております。

(3)「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。

(4)「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示しており

　ます。

(5)「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。

35. 　「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準第１号平成14年２月21日)および「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第２号平成14年２月21

日）が平成17年12月27日付および平成18年８月11日付で一部改正され、会社法の定めが適用される処理に関し

て適用されることになったことに伴い、当中間期から同会計基準および適用指針を適用しております。これに

よる中間貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

内　　容 中間貸借対照表計上額(百万円)
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株式会社　関東つくば銀行

第83期中 （ 平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで ）中間損益計算書

科           目 金           額

16,647

(  )

(  )

14,814

（  )

1,832

488

392

1,928

49

15

1,864

注 1. 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

   2.　 １株当たり中間純利益金額 　　４０円９１銭

   3.   潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 　　３６円９５銭

 　4. 　｢その他経常費用」には、貸出金償却８６７百万円、貸倒引当金繰入額１，９９５百万円を含んでおります。
 　5.　 当中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落により投資額の回収が
　 　 見込めなくなった以下の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額３６３百万円を減損
　 　 損失として特別損失に計上しております。

　　　地域　　　 　　　主な用途 　 　種類　　　   　　　　減損損失額 (百万円)
　　茨城県内　　　　営業店舗13ヵ店  土地及び建物等     338 (土地 177、建物 141、その他 19)
　　　　　　　　　　遊休資産７ヵ所  土地及び建物     　 22 (土地  19、建物　 2)
　　茨城県外　　　　遊休資産２ヵ所  土地及び建物      　 2 (土地   1、建物　 1)
　　 合　計                     363 (土地 198、建物 145、その他 19)

    （グルーピングの方法）
       当行の営業店舗については、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、出張所は母店にグルーピン
  　 グ）としており、遊休資産については、各資産を各々独立した単位としております。
    （回収可能価額）
     　当中間会計期間において、減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、正味売却価額は
　   不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。

693

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

経 常 利 益

489

963

511

9,498

3,148

経 常 費 用

3,402

25

325

特 別 利 益

営 業 経 費

そ の 他 業 務 収 益

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 経 常 費 用

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 収 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

中 間 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

（単位：百万円）

経 常 収 益

10,332

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） 1,708

12,893
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株式会社　関東つくば銀行

第83期中  
平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで

中間株主資本等変動計算書

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益

資本金 資本 その他資 資本剰余 剰余金 自己株式 株主資本
準備金 本剰余金 金合計 繰越利益 合　　計

剰余金

平成18年３月31日残高 23,862 7,796 0 7,796 △ 4,531 △ 233 26,893

中間会計期間中の変動額

新株予約権の権利行使による
新 株 の 発 行

7,506 7,493 7,493 14,999

中 間 純 利 益 1,864 1,864

自 己 株 式 の 取 得 △ 10 △ 10

自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 0 0

資 本 準 備 金 の 取 崩 △ 4,531 △ 4,531 4,531 -

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 27 27

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額 (純額 )

中間会計期間中の変動額合計 7,506 2,962 △0 2,962 6,423 △ 9 16,881

平成18年９月30日残高 31,368 10,758 0 10,759 1,891 △ 243 43,775

評価・換算差額等

その他 土地再評価 評価・換算 純資産
有価証券 差額金 差額等 合　計

評価差額金 合計

平成18年３月31日残高 798 289 1,087 27,981

中間会計期間中の変動額

新株予約権の権利行使による
新 株 の 発 行

14,999

中 間 純 利 益 1,864

自 己 株 式 の 取 得 △ 10

自 己 株 式 の 処 分 0

資 本 準 備 金 の 取 崩 -

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 27

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額 (純額 )

223 △ 27 196 196

中間会計期間中の変動額合計 223 △ 27 196 17,077

平成18年９月30日残高 1,021 262 1,283 45,058

(単位:百万円)
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株式会社関東つくば銀行

注 1.  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2.  当行の自己株式の種類及び株式数は、次のとおりであります。

摘　要

　普通株式  (注) 1、2

　優先株式  (注) 3、4

合　　　計

(注)　1. 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　2. 普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式の売却による減少であります。

　　　3. 優先株式の自己株式の増加は、普通株式への転換による増加であります。

　　　4. 優先株式の自己株式の減少は、消却による減少であります。

3. 　「株主資本等変動計算書に関する会計基準」(企業会計基準第６号平成17年12月27日)および「株主資本

等変動計算書に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第９号平成17年12月27日)が会社法施

行日以後終了する中間会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間期から同会計基準および

適用指針を適用し、中間株主資本等変動計算書を作成しております。

 当中間会計期間

 減少株式数

 当中間会計期間末

 株式数

　前事業年度末

  株式数

　当中間会計期間

  増加株式数

自己株式

157

－ 91 76 15

(単位:千株)

8 0 165

99 76 180157
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株式会社　関東つくば銀行

比 較 貸 借 対 照 表 （ 主 要 内 訳 ）

（ 単位：百万円）

平 成 18 年 平 成 17 年 比 較 平成17年度末 比 較

中 間 期 末 (A) 中 間 期 末 (B) (A－B) （要約）(C) (A－C)

83,136 113,273 △ 30,137 144,260 △ 61,124

1,983 2,925 △ 942 2,670 △ 687

123 534 △ 411 262 △ 139

2,051 2,096 △ 45 2,000 51

255,422 230,943 24,479 226,756 28,666

877,258 860,361 16,897 867,935 9,323

636 1,511 △ 875 743 △ 107

5,550 5,253 297 5,578 △ 28

- 10,252 - 10,208 -

8,011 - - - -

1,897 - - - -

9,472 9,442 30 9,693 △ 221

6,395 7,134 △ 739 6,291 104

△ 29,086 △ 23,958 △ 5,128 △ 30,604 1,518

1,222,853 1,219,771 3,082 1,245,796 △ 22,943

1,152,086 1,136,919 15,167 1,160,203 △ 8,117

- 16,958 △ 16,958 17,207 △ 17,207

10,920 10,920 - 10,920 -

26 28 △ 2 27 △ 1

- - - 15,000 △ 15,000

4,149 9,389 △ 5,240 3,991 158

468 471 △ 3 460 8

2,946 2,582 364 2,857 89

801 859 △ 58 856 △ 55

6,395 7,134 △ 739 6,291 104

1,177,795 1,185,265 △ 7,470 1,217,815 △ 40,020

- 23,862 - 23,862 -

- 7,796 - 7,796 -

資 本 準 備 金 - 7,796 - 7,796 -

そ の 他 資 本 剰 余 金 - 0 - 0 -

- 1,032 - △ 4,531 -

中間（当期）未処分利益（△損失） - 1,032 - △ 4,531 -

中間（当期）純利益（△損失） - 1,221 - △ 4,348 -

- 294 - 289 -

- 1,568 - 798 -

- △ 47 - △ 233 -

- 34,506 - 27,981 -

- 1,219,771 - 1,245,796 -

31,368 - - - -

10,759 - - - -

資 本 準 備 金 10,758 - - - -

そ の 他 資 本 剰 余 金 0 - - - -

1,891 - - - -

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,891 - - - -

繰 越 利 益 剰 余 金 1,891 - - - -

△ 243 - - - -

43,775 - - - -

1,021 - - - -

262 - - - -

1,283 - - - -

45,058 - - - -

1,222,853 - - - -

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

外 国 為 替

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

（資本の部）

新 株 予 約 権 付 社 債

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

借 用 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

（純資産の部）

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

科目

預 金

（資産の部）

（負債の部）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

-10-



株式会社　関東つくば銀行

比 較 損 益 計 算 書 （ 主 要 内 訳 ）

（単位：百万円）

平成18年 平成17年 比 較 平成17年度末

中間期(A) 中間期(B) （ A-B ） 要約 ( C )

16,647 16,883 △ 236 35,743

12,893 12,393 500 25,570

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 10,332 ) ( 10,348 ) ( △ 16 ) ( 20,745 )

（うち有価証券利息配当金） ( 1,708 ) ( 1,455 ) ( 253 ) ( 3,473 )

3,402 3,270 132 7,228

25 464 △ 439 729

325 754 △ 429 2,214

14,814 15,436 △ 622 39,239

693 432 261 960

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 489 ) ( 245 ) ( 244 ) ( 578 )

963 1,022 △ 59 1,826

511 449 62 1,075

9,498 9,593 △ 95 18,820

3,148 3,938 △ 790 16,556

1,832 1,447 385 △ 3,496

488 502 △ 14 923

392 476 △ 84 1,233

1,928 1,473 455 △ 3,806

49 21 28 44

15 230 △ 215 497

1,864 1,221 643 △ 4,348

- △ 188 - △ 183

- 1,032 - △ 4,531

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

中 間 未 処 分 利 益
（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ）

税 引 前 中 間 純 利 益
（ △ は 税 引 前 当 期 純 損 失 ）

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益
（ △ は 当 期 純 損 失 ）

科 目

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

経 常 利 益 （ △ は 経 常 損 失 ）
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リース取引関係

EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）
　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、当中間会計期間、前中間会計期間、前事業年度の

いずれも該当ありません。
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株式会社　関東つくば銀行

1. 平成18年度中間決算の概況

(１)　損益状況

【単体】 （単位：百万円）

18年中間期 17年中間期

17年中間期比

1 14,157 △ 69 14,226

2 14,072 249 13,823

3 11,621 489 11,132

4 2,428 192 2,236

5 22 △ 432 454

6 84 △ 319 403

7 583 △ 248 831

8 10 0 10

9 △ 508 △ 69 △ 439

10 9,063 △ 115 9,178

11 4,341 △ 237 4,578

12 4,141 86 4,055

13 581 37 544

14 5,093 45 5,048

15 5,074 481 4,593

16 △ 623 △ 1,392 769

17 5,717 1,439 4,278

18 19 △ 435 454

19 △ 3,884 △ 1,053 △ 2,831

20 14 △ 383 397

21 3,372 553 2,819

22 867 867 -

23 2,363 △ 488 2,851

24 141 173 △ 32

25 1,832 385 1,447

26 96 71 25

27 △ 18 33 △ 51

28 10 10 0

29 28 △ 24 52

30 477 △ 24 501

31 363 △ 23 386

32 1,928 455 1,473

33 49 28 21

34 15 △ 215 230

35 1,864 643 1,221
※ 当中間期の部分直接償却実施額のうち、貸倒引当金未充足相当額について、従前は個別貸倒引当金繰入額で

　 表示しておりましたが、当中間期より「貸出金償却」に表示を変更しております。

【連結】 （単位：百万円）

18年中間期 17年中間期

17年中間期比

1 1,878 387 1,491

2 1,864 642 1,222

う ち 減 損 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

固 定 資 産 処 分 損

固 定 資 産 処 分 益

う ち 償 却 債 権 取 立 益

バ ル ク セ ー ル 等 売 却 損

個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額

経 常 利 益

特 別 損 益

うち株式等損益(3勘定尻)

う ち 不 良 債 権 処 理 額

貸 出 金 償 却
※

・ 放 棄

うち国債等債券損益(5勘定尻)

業 務 粗 利 益

資 金 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

人 件 費

国 際 業 務 粗 利 益

物 件 費

役 務 取 引 等 利 益

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 )

そ の 他 業 務 利 益

税 金

業 務 純 益 ( 一 般 貸 倒 繰 入 前 )

臨 時 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

除く債券5勘定尻(コア業務純益）

業 務 純 益
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株式会社　関東つくば銀行

(2)　業務純益
【単体】 (単位:百万円)

18年中間期 17年中間期
17年中間期比

5,093 45 5,048
職員一人当たり(千円 ) 4,677 72 4,605

5,717 1,439 4,278
職員一人当たり(千円 ) 5,250 1,348 3,902

 (注）職員数は、期中平均人員により算出しております。

（3）　利鞘
【単体】 (単位：%)

18年中間期 17年中間期
17年中間期比

(A) 2.26 0.02 2.24
(イ) 貸出金利回 2.47 △ 0.05 2.52
(ロ) 有価証券利回 1.39 0.08 1.31

(B) 1.67 △ 0.03 1.70
(イ) 預金等利回 0.08 0.04 0.04
(ロ) 外部負債利回 3.67 0.36 3.31

(A)-(B) 0.59 0.05 0.54

（4）　ＲＯＥ

【単体】 (単位：%)
18年中間期 17年中間期

17年中間期比

　業務純益ベース　  (注1)　　　　 31.22 4.02 27.20

　中間純利益ベース　(注2) 10.18 2.42 7.76
（注）1.業務純益÷｛(期首純資産の部＋期末純資産の部)÷2｝×365日÷183日×100
      2.中間純利益÷｛(期首純資産の部＋期末純資産の部)÷2｝×365日÷183日×100

(参考)純資産の部平均残高を分母として算出した場合は次のとおりです。 (単位：%)
18年中間期 17年中間期

17年中間期比

　業務純益ベース　　(注1) 32.91 5.91 27.00

　中間純利益ベース　(注2) 10.73 3.03 7.70
（注）1.業務純益÷純資産の部合計平残×365日÷183日×100
　　　2.中間純利益÷純資産の部合計平残×365日÷183日×100

（5）　有価証券関係損益　
【単体】 (単位:百万円)

18年中間期 17年中間期
17年中間期比

19 △ 435 454
売 却 益 21 △ 441 462
償 還 益 - - -
売 却 損 2 2 -
償 還 損 - △ 7 7
償 却 - - -

14 △ 383 397
売 却 益 135 △ 267 402
売 却 損 61 61 -
償 却 59 54 5

株 式 等 損 益 (3 勘 定 尻 )

業務純 益 (一般 貸倒 繰入 前 )

業 務 純 益

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価

総 資 金 利 鞘

国 債 等 債 券 損 益 (5 勘 定 尻 )
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株式会社　関東つくば銀行

（6）有価証券の評価損益

①有価証券の評価基準
有価証券
売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）
満期保有目的債券 償却原価法
その他有価証券 時価法（評価差額を全部純資産直入）
子会社及び関連会社株式 原価法
金銭の信託
運用目的の金銭の信託 時価法（評価差額を損益処理）

②評価損益

【単体】 　　（単位：百万円）

平成18年9月末 平成17年9月末

満期保有目的 △ 813 △ 279 2 815 △ 534 25 560

その他有価証券 1,714 △ 917 5,463 3,749 2,631 4,636 2,005

株式 4,446 648 4,580 134 3,798 3,865 67

債券 △ 2,650 △ 1,359 116 2,766 △ 1,291 122 1,414

その他 △ 81 △ 205 766 848 124 647 523

合計 900 △ 1,196 5,466 4,565 2,096 4,662 2,565

株式 4,446 648 4,580 134 3,798 3,865 67

債券 △ 3,463 △ 1,637 118 3,582 △ 1,826 148 1,974

その他 △ 81 △ 205 766 848 124 647 523

(注)　金融商品に係る会計基準の適用に伴い、「その他有価証券」を時価評価しております。

【連結】 　　（単位：百万円）

平成18年9月末 平成17年9月末

満期保有目的 △ 813 △ 279 2 815 △ 534 25 560

その他有価証券 1,715 △ 918 5,465 3,749 2,633 4,638 2,005

株式 4,446 648 4,580 134 3,798 3,865 67

債券 △ 2,649 △ 1,361 117 2,766 △ 1,288 125 1,414

その他 △ 81 △ 205 766 848 124 647 523

合計 901 △ 1,198 5,467 4,565 2,099 4,664 2,565

株式 4,446 648 4,580 134 3,798 3,865 67

債券 △ 3,462 △ 1,639 119 3,582 △ 1,823 151 1,974

その他 △ 81 △ 205 766 848 124 647 523

(注)　金融商品に係る会計基準の適用に伴い、「その他有価証券」を時価評価しております。

評価損

評 価 損 益 評 価 損 益

評価益 評価益17年9月末比 評価損

評価損 評価益 評価損

評 価 損 益 評 価 損 益

17年9月末比 評価益
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（7）退職給付関連(退職給付費用)

【単体】

退職給付費用 （Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ）

勤務費用 （Ａ）

利息費用 （Ｂ）

期待運用収益 （Ｃ）

数理計算上の差異処理額 （Ｄ）

会計基準変更時差異処理額 （Ｅ）

その他 （Ｆ）

【連結】

退職給付費用

（8）　自己資本比率(国内基準)

【単体】 　(単位:億円)

18年3月末比 17年9月末比

① 自己資本比率 % % % % %

② T i e r   Ⅰ

③ T i e r   Ⅱ

　　(イ) うち自己資本に計上された再評価額

　　(ロ) うち劣後ローン(債権)残高

④ 控除項目

⑤ 自己資本 ② + ③ - ④

⑥ リスクアセット

【連結】 (単位:億円)

18年3月末比 17年9月末比

① 自己資本比率 % % % % %

② T i e r   Ⅰ

③ T i e r   Ⅱ

　　(イ) うち自己資本に計上された再評価額

　　(ロ) うち劣後ローン(債権)残高

④ 控除項目

⑤ 自己資本 ② + ③ - ④

⑥ リスクアセット

621

17年9月末

△ 86

99

△ 45

178

17年中間期

（単位：百万円）

473

143

108

18年中間期 17年中間期

613

160

113

0

0
(他の金融機関の資本調達手段の意図的な保
有相当額）

176

31

18年中間期

（単位：百万円）

176

29

479

18年9月末 18年3月末

△ 891

8.56

268

0.48

169

△ 132

572

1

1

9.04

437

136

4 △ 1

△ 3

0

0

1.63

111

△ 8

△ 1

268

5

94

1

1

536

6,267

7.41

326

144

5

99

1

1

469

6,331

18年9月末 18年3月末 17年9月末

36

68

103

46,335

7.45

442 169 112 273 330

9.06 0.42 1.61 8.64

144

4 △ 1 △ 1 5 5

136 △ 137 △ 8 273

99

1 0 0 1 1

91 △ 3 △ 8 94

(他の金融機関の資本調達手段の意図的な保
有相当額）

1 0 0 1 1

577 32 103 545 474

6,3666,374 62 8 6,312
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2.貸出金等の状況

（１）　リスク管理債権の状況

部分直接償却実施後

未収利息不計上基準 （自己査定債務者基準）

【単体】 (単位：百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

破 綻 先 債 権 額 1,840 △ 1,045 △ 1,338 2,885 3,178

延 滞 債 権 額 68,512 △ 4,697 2,228 73,209 66,284

３ヶ月以上延滞債権額 677 365 286 312 391

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 14,294 △ 619 △ 67 14,913 14,361

合 計 85,324 △ 5,997 1,109 91,321 84,215

貸出金残高　(末残) 877,258 9,323 16,897 867,935 860,361

(単位：％)

破 綻 先 債 権 額 0.20 △ 0.13 △ 0.16 0.33 0.36

延 滞 債 権 額 7.80 △ 0.63 0.10 8.43 7.70

３ヶ月以上延滞債権額 0.07 0.04 0.03 0.03 0.04

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 1.62 △ 0.09 △ 0.04 1.71 1.66

合 計 9.72 △ 0.80 △ 0.06 10.52 9.78

【連結】 (単位：百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

破 綻 先 債 権 額 2,128 △ 1,120 △ 1,377 3,248 3,505

延 滞 債 権 額 70,663 △ 4,889 2,165 75,552 68,498

３ヶ月以上延滞債権額 677 365 286 312 391

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 14,294 △ 619 △ 75 14,913 14,369

合 計 87,763 △ 6,264 999 94,027 86,764

貸出金残高　(末残) 875,724 8,450 17,054 867,274 858,670

(単位：％)

破 綻 先 債 権 額 0.24 △ 0.13 △ 0.16 0.37 0.40

延 滞 債 権 額 8.06 △ 0.65 0.09 8.71 7.97

３ヶ月以上延滞債権額 0.07 0.04 0.03 0.03 0.04

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 1.63 △ 0.08 △ 0.04 1.71 1.67

合 計 10.02 △ 0.82 △ 0.08 10.84 10.10

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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（２）　貸倒引当金の状況

【単体】 (単位:百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

29,086 △ 1,518 5,128 30,604 23,958

9,864 △ 623 2,813 10,487 7,051

19,222 △ 894 2,316 20,116 16,906

【連結】 (単位:百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

30,543 △ 1,636 5,154 32,179 25,389

9,824 △ 628 2,871 10,452 6,953

20,718 △ 1,009 2,282 21,727 18,436

（３）　リスク管理債権に対する引当率

【単体】 (単位:百万円  % )

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

Ａ 85,324 △ 5,997 1,109 91,321 84,215

Ｂ 53,763 △ 3,904 △ 1,668 57,667 55,431

Ｃ 20,895 △ 534 2,918 21,429 17,977

66.20 2.53 3.75 63.67 62.45

87.49 0.88 0.33 86.61 87.16

【連結】 (単位:百万円  % )

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

Ａ 87,763 △ 6,264 999 94,027 86,764

Ｂ 54,603 △ 4,058 △ 1,923 58,661 56,526

Ｃ 22,494 △ 648 3,063 23,142 19,431

67.83 2.40 3.57 65.43 64.26

87.84 0.85 0.30 86.99 87.54

リ ス ク 管 理 債 権

担保･保証等回収可能額

担保･保証等回収可能額

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

リ ス ク 管 理 債 権

保 全 率 （ Ｂ + Ｃ ） / Ａ

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

引 当 率 Ｃ/（Ａ-Ｂ）

保 全 率 （ Ｂ + Ｃ ） / Ａ

引 当 率 Ｃ/（Ａ-Ｂ）

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金
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（４）　金融再生法開示債権

【単体】 (単位:百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

18,567 △ 2,851 △ 3,999 21,418 22,566

52,644 △ 2,996 4,810 55,640 47,834

14,972 △ 254 220 15,226 14,752

86,183 △ 6,101 1,030 92,284 85,153

800,728 15,584 15,119 785,144 785,609

886,911 9,482 16,149 877,429 870,762

【連結】 (単位:百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

21,184 △ 3,062 △ 3,971 24,246 25,155

52,810 △ 3,076 4,698 55,886 48,112

14,972 △ 254 211 15,226 14,761

88,966 △ 6,393 938 95,359 88,028

803,975 15,344 15,966 788,631 788,009

892,941 8,950 16,904 883,991 876,037

（５）　金融再生法開示債権の保全状況

【単体】 (単位:百万円 %)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

75,498 △ 4,548 1,174 80,046 74,324

54,332 △ 3,963 △ 1,764 58,295 56,096

21,165 △ 586 2,937 21,751 18,228

( Ｄ )/( Ａ-Ｃ ) 66.45 2.46 3.72 63.99 62.73

( Ｂ ) / ( Ａ ) 87.60 0.87 0.32 86.73 87.28

【連結】 (単位:百万円 %)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

78,207 △ 4,843 1,017 83,050 77,190

55,266 △ 4,191 △ 2,110 59,457 57,376

22,941 △ 652 3,127 23,593 19,814

( Ｄ )/( Ａ-Ｃ ) 68.07 2.36 3.43 65.71 64.64

( Ｂ ) / ( Ａ ) 87.90 0.81 0.22 87.09 87.68

貸 倒 引 当 金 （ Ｄ ）

引 当 率

保 全 率

保 全 額 ( Ｂ )

担 保 保 証 等 （ Ｃ ）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

危 険 債 権

小 計 （ Ａ ）

正 常 債 権

合 計

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

保 全 率

引 当 率

要 管 理 債 権

小 計 （ Ａ ）

正 常 債 権

合 計

保 全 額 ( Ｂ )

担 保 保 証 等 （ Ｃ ）

貸 倒 引 当 金 （ Ｄ ）
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株式会社　関東つくば銀行

（４）、（５）の付表

金融再生法開示債権の引当、保全の状況

【単体】 　　　　　（単位：百万円 ％）

与信残高 担保等保全額 回収懸念額 引　当　金 引　当　率 保　全　率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｄ/Ｃ （Ｂ+Ｄ）/Ａ

破産更生債権及びこれらに準
ず る 債 権

18,567 14,022 4,544 4,544 100.00 100.00

危 険 債 権 52,644 33,111 19,533 12,116 62.02 85.91

要 管 理 債 権 14,972 7,199 7,772 4,504 57.95 78.17

合 計 86,183 54,332 31,850 21,165 66.45 87.60

【連結】 　　　　　（単位：百万円 ％）

与信残高 担保等保全額 回収懸念額 引　当　金 引　当　率 保　全　率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｄ/Ｃ （Ｂ+Ｄ）/Ａ

破産更生債権及びこれらに準
ず る 債 権

21,184 14,897 6,286 6,286 100.00 100.00

危 険 債 権 52,810 33,169 19,640 12,150 61.86 85.81

要 管 理 債 権 14,972 7,199 7,772 4,504 57.95 78.17

合 計 88,966 55,266 33,699 22,941 68.07 87.90

18年９月末

18年９月末
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株式会社　関東つくば銀行

（６）　業種別貸出状況等

① 業種別貸出金

【単体】 (単位:百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

877,258 9,323 16,897 867,935 860,361

製 造 業 69,309 1,562 1,284 67,747 68,025

農 業 9,128 △ 722 △ 962 9,850 10,090

林 業 184 △ 2 △ 32 186 216

漁 業 207 △ 16 △ 105 223 312

鉱 業 738 △ 91 △ 26 829 764

建 設 業 69,865 1,022 1,592 68,843 68,273

電気・ガス・熱供給・水道業 602 △ 48 △ 368 650 970

情 報 通 信 業 3,969 △ 187 △ 306 4,156 4,275

運 輸 業 20,966 △ 7 △ 1,080 20,973 22,046

卸 売 ・ 小 売 業 78,755 2,114 1,019 76,641 77,736

金 融 ・ 保 険 業 84,394 △ 651 △ 1,256 85,045 85,650

不 動 産 業 79,757 △ 4,039 △ 7,397 83,796 87,154

サ ー ビ ス 業 131,948 6,844 4,354 125,104 127,594

地 方 公 共 団 体 72,058 977 11,046 71,081 61,012

そ の 他 255,378 2,567 9,134 252,811 246,244

② 業種別リスク管理債権

【単体】 (単位:百万円)

18年9月末 18年3月末 17年9月末

18年3月末比 17年9月末比

85,324 △ 5,997 1,109 91,321 84,215

製 造 業 8,400 △ 2,097 △ 2,014 10,497 10,414

農 業 555 △ 304 △ 173 859 728

林 業 2 △ 34 △ 17 36 19

漁 業 0 0 △ 85 0 85

鉱 業 33 △ 51 △ 3 84 36

建 設 業 18,079 1,620 3,926 16,459 14,153

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - 25 -

情 報 通 信 業 159 △ 25 △ 103 184 262

運 輸 業 3,242 △ 277 525 3,519 2,717

卸 売 ・ 小 売 業 17,997 △ 937 1,803 18,934 16,194

金 融 ・ 保 険 業 436 △ 25 △ 50 461 486

不 動 産 業 11,115 △ 1,238 △ 349 12,353 11,464

サ ー ビ ス 業 15,087 △ 1,697 △ 2,173 16,784 17,260

地 方 公 共 団 体 - - - - -

そ の 他 10,211 △ 910 △ 179 11,121 10,390

国 内 店 分

国 内 店 分
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株式会社　関東つくば銀行

③ 消費者ローン残高

【単体】 (単位:百万円)

18年9月末

18年3月末比 17年9月末比

　消費者ローン残高 234,775 6,453 12,737 228,322 222,038

うち住宅ローン残高 198,546 7,486 15,125 191,060 183,421

うちその他ローン残高 36,229 △ 1,032 △ 2,387 37,261 38,616

④ 中小企業等貸出比率

【単体】 (単位: % )

18年9月末

18年3月末比 17年9月末比

　中小企業等貸出比率 82.98 0.02 △ 0.90 82.96 83.88

(７)　預金、貸出金の残高

【単体】 (単位:百万円)

18年9月末

18年3月末比 17年9月末比

　預　 金  (末残) 1,152,086 △ 8,117 15,167 1,160,203 1,136,919

　預　 金  (平残) 1,137,127 14,779 29,426 1,122,348 1,107,701

　貸出金 　(末残) 877,258 9,323 16,897 867,935 860,361

　貸出金 　(平残) 832,338 5,542 14,362 826,796 817,976

18年3月末 17年9月末

18年3月末 17年9月末

18年3月末 17年9月末
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